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研究成果の概要（和文）：本研究は、著作権を制限する必要のある事態に迅速かつ柔軟に対応する制度設計を提
案する。具体的には、オーストラリアが著作権の制限に関する条約をいち早く批准できた要因に着想を得たもの
である。すなわち、緩やかな要件のみを備える権利制限規定を設け、それによりまずは著作権を制限して事態に
対応し、事後的に具体的な権利制限規定の立法を促す「動態的な著作権の制限」の発想を示す。

研究成果の概要（英文）：This study proposes a system design that allows for a swift and flexible 
response to situations where copyright limitations are necessary. Specifically, it is inspired by 
the factors that enabled Australia to be one of the first to ratify the treaty on copyright 
limitations. In other words, it suggests the concept of “dynamic copyright limitation,” where 
initially, copyright is limited through provisions with only loose requirements to address the 
situation, and subsequently, the enactment of specific copyright limitation regulations is 
encouraged.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究が提唱する著作権の権利制限が求められる事象に迅速かつ柔軟に対応可能な制度設計により、AIやメタバ
ースといった、近時急速に発展した技術を用いる際に生じる著作物の利用について、とりあえず利用を自由とし
ておき、著作物の創作の動機づけを過度に阻害しないよう、事後的に立法により権利制限の範囲を具体的に調整
するという手法が可能となる。この点に、本研究の成果の社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

著作権を制限する必要のある政策課題が生じるたび、日本では個別に著作権を制限する規定の
みで対応してきた。 

研究開始当時は、米国で導入されている、柔軟な権利制限の適用を可能とする規定(フェアユー
ス)の日本への導入の議論が盛んに行われ、その成果の一つとして、現在の著作権法 30 条の 4
（著作物に表現された思想又は感情の享受を目的としない利用）を新設する改正法案が国会に
おいて可決成立したところであった。 
 
２．研究の目的 

1．で述べたように、米国で導入されている、柔軟な権利制限の適用を可能とする規定(フェア
ユース)の日本への導入の議論は盛んに行われている。 

本研究は、フェアユースを単に日本に導入しても、著作権を制限する必要のある政策課題に柔
軟かつ迅速に対応することは困難ではないか、との問題意識に立つ。そこで本研究では、個別具
体的な規定や柔軟なものの適用場面が限定されるフェアディーリング規定にくわえ、受け皿的
な規定を設けるオーストラリア(以下、豪州)の権利制限に着目した。 

豪州では、受け皿的な規定により、とりあえず権利制限の対象となる余地を設け、必要に応じ
て個別の制限規定やフェアディーリング規定の追加を行うという、いわば「動態的な対応」が行
われている。本研究は、「受け皿的な規定」による「動態的な著作権の制限規定」の発想を新た
に示し、日本への導入を提案することを最終の目的とした。 

３．研究の方法 

豪州のマラケシュ条約への対応について、豪州の立法資料を渉猟した。また、豪州が迅速にマ
ラケシュ条約への対応を可能とした規定の創設の経緯を、豪州著作権法の立法経緯を豪州の建
国当時にまで遡って分析した。それらの資料は、インターネット上で入手可能なものを除けば、
ほぼ日本国内で入手することが困難であることが判明した。研究開始当初はそれらの資料等を
豪州に渡航して入手するとともに、豪州の研究者や実務家から適宜情報を得ることを計画して
いた。しかし、研究期間中に COVID-19 の世界的流行があったため、豪州での資料収集等は 2019
年度までで取りやめざるをえなかった。以降は、2019 年にシドニー大学図書館等において収集
した資料に基づき、適宜必要な資料を豪州から取り寄せて研究を行った。 

 
４．研究成果 

まずは、豪州におけるマラケシュ条約への対応に際して、豪州著作権法の権利制限に関する規
定に既に存在する「受け皿的な規定」により同条約への対応を図ったにもかかわらず、その後、
さらにマラケシュ条約に対応する個別のフェアディーリング規定が新設された要因やプロセス
を解明した。 

まずは、豪州の著作権政策の変遷を概観することで、上記の「受け皿的な規定」が豪州に導入
される経緯を明らかにした。かつての豪州は、著作物を国外から輸入する割合が高いこともあり、
著作権保護について現在よりも消極的であった。この豪州の態度が転換されるきっかけとなっ
たのが、2004 年の豪州と米国との自由貿易協定（以下、豪米 FTA）において、著作権保護の強化
を米国から要求されたことにあることを明らかにし、さらにこの豪米 FTA により豪州での著作
権保護が強化されたことへの対抗措置として、上記の「受け皿的な規定」が立法されたことを明
らかにした。 

そして、上記の「受け皿的な規定」が豪州におけるマラケシュ条約への素早い批准に重要な役
割を果たしたことを、立法資料を詳細に分析することで明らかにした。さらに、「受け皿的な規
定」による素早い批准が、批准後にマラケシュ条約に対応する個別のフェアディーリング規定や
個別の権利制限規定の立法を前提として行われたことも、上記の立法資料の分析により明らか
にした。 

次いで、解明した要因やプロセスから、著作権の制限規定に「受け皿的な規定」を置くことの
メリットとデメリットを導きだした。そのうえで、それらがあるために、「受け皿的な規定」が
「動態的な著作権の制限規定」を動かす、いわば「エンジン」になっていることを明らかにした。
そのうえで、「受け皿的な規定」による「動態的な著作権の制限規定」が、技術の進歩など政策



課題に対する迅速かつ柔軟な解決を可能とすることを示した。 

さらに、現在の世界の大半の国が加入しているベルヌ条約が、数次の改正を経て、条約の加盟
国がいわゆる大陸法諸国に限らず、英米法諸国にも広がっており、条約に準拠する規律は大陸法
と英米法の区別なく存在していることを見出した。これにより、豪州法に由来する「動態的な著
作権の制限規定」の発想が、豪州法が属する英米法系だけでなく、法体系の相違を超えて、日本
著作権法をはじめとする大陸法系に分類される法域の著作権法にも適合するものであることを
明らかにした。 

なお、本研究の詳細な成果は、研究代表者の博士学位請求論文として一橋大学に提出され、2023
年 12 月に博士(法学)の学位が授与された。当該論文については大幅に加筆のうえ、本研究の詳
細な成果を含む単行本として、出版の準備を進めている。 
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